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(57)【要約】
　低レイテンシ確認応答のためのシステムおよび方法は
、プロセッサと、プロセッサに結合された送信機と、プ
ロセッサに結合された受信機とを備える通信ユニットを
含む。通信ユニットは、メッセージを別の通信ユニット
に送信し、確認応答信号の1つまたは複数の反復の第1の
グループを別の通信ユニットから受信し、確認応答信号
の1つまたは複数の反復の第2のグループのうちの最後の
反復を完全に受信する前に確認応答信号を復号するよう
に構成される。確認応答信号は、部分的に復号可能な構
造を有する。いくつかの実施形態では、反復の各々は、
1シンボル期間中に受信される同じ時間領域波形の反復
である。いくつかの実施形態では、時間領域波形の周波
数領域特性は、K個のトーンごとに1つの非0トーンから
なり、Kは、第1および第2のグループ中の反復の数の合
計に等しい。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プロセッサと、
　前記プロセッサに結合された送信機と、
　前記プロセッサに結合された受信機と、
を備える通信ユニットであって、前記プロセッサが、
　　前記送信機を使用して、データチャネル上でデータメッセージを別の通信ユニットに
送信するステップと、
　　前記受信機を使用して、制御チャネル上で確認応答信号の1つまたは複数の反復の第1
のグループを前記別の通信ユニットから受信するステップであって、前記確認応答信号が
部分的に復号可能な構造を有する、ステップと、
　　前記受信機を介して前記制御チャネル上で前記確認応答信号の1つまたは複数の反復
の第2のグループのうちの最後の反復を完全に受信する前に、前記確認応答信号を復号す
るステップと、
を行うように構成された、通信ユニット。
【請求項２】
　前記確認応答信号の1つまたは複数の反復の前記第1および第2のグループ中の各反復が
、1シンボル期間中に受信される同じ時間領域波形の反復である、請求項1に記載の通信ユ
ニット。
【請求項３】
　前記時間領域波形の周波数領域特性が、K個のトーンごとに1つの非0トーンからなり、K
が、1つまたは複数の反復の前記第1のグループ中の反復の数と、1つまたは複数の反復の
前記第2のグループ中の反復の数との合計に等しい、請求項2に記載の通信ユニット。
【請求項４】
　1つまたは複数の反復の前記第1のグループ中の反復の前記数が、レイテンシと信頼性と
のバランスをとるように選択される、請求項3に記載の通信ユニット。
【請求項５】
　前記確認応答信号の1つまたは複数の反復の前記第1および第2のグループ中の各反復が
、重み付き重畳加算法(WOLA)ロールオフを含む、請求項1に記載の通信ユニット。
【請求項６】
　前記データメッセージの前記送信と、前記送信機による後続の送信のスケジューリング
との間のラウンドトリップ時間が、完全に復号可能な確認応答信号の使用と比較して短縮
される、請求項1に記載の通信ユニット。
【請求項７】
　前記後続の送信が前記データメッセージの再送信である、請求項6に記載の通信ユニッ
ト。
【請求項８】
　メッセージを送信する方法であって、
　送信側によって、データチャネル上でデータメッセージを受信側に送信するステップと
、
　前記送信側によって、制御チャネル上で確認応答信号の1つまたは複数の反復の第1のグ
ループを前記受信側から受信するステップであって、前記確認応答信号が部分的に復号可
能な構造を有する、ステップと、
　前記送信側によって、前記制御チャネル上で前記確認応答信号の1つまたは複数の反復
の第2のグループのうちの最後の反復を完全に受信する前に、前記確認応答信号を復号す
るステップと、
を含む方法。
【請求項９】
　前記確認応答信号の1つまたは複数の反復の前記第1および第2のグループ中の各反復が
、1シンボル期間中に受信される同じ時間領域波形の反復である、請求項8に記載の方法。
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【請求項１０】
　前記時間領域波形の周波数領域特性が、K個のトーンごとに1つの非0トーンからなり、K
が、1つまたは複数の反復の前記第1のグループ中の反復の数と、1つまたは複数の反復の
前記第2のグループ中の反復の数との合計に等しい、請求項9に記載の方法。
【請求項１１】
　1つまたは複数の反復の前記第1のグループ中の反復の前記数が、レイテンシと信頼性と
のバランスをとるように選択される、請求項10に記載の方法。
【請求項１２】
　前記確認応答信号の1つまたは複数の反復の前記第1および第2のグループ中の各反復が
、重み付き重畳加算法(WOLA)ロールオフを含む、請求項8に記載の方法。
【請求項１３】
　前記データメッセージの前記送信と、前記送信側による後続の送信のスケジューリング
との間のラウンドトリップ時間が、完全に復号可能な確認応答信号の使用と比較して短縮
される、請求項8に記載の方法。
【請求項１４】
　プロセッサと、
　前記プロセッサに結合された送信機と、
　前記プロセッサに結合された受信機と、
を備える通信ユニットであって、前記プロセッサが、
　　前記受信機を介して、データチャネル上でデータメッセージを別の通信ユニットから
受信するステップと、
　　前記データメッセージを復号するステップと、
　　前記送信機を介して、前記復号に応答して制御チャネル上で確認応答信号を前記別の
通信ユニットに送信するステップであって、前記確認応答信号が部分的に復号可能な構造
を有する、ステップと、
を行うように構成された、通信ユニット。
【請求項１５】
　前記確認応答信号を送信するステップがさらに、同じ時間領域波形の複数の反復を1シ
ンボル期間中に送信するステップを含む、請求項14に記載の通信ユニット。
【請求項１６】
　前記確認応答信号を送信するステップがさらに、K個のトーンごとに1つの非0トーンか
らなる周波数領域特性を有する同じ時間領域波形のK個の反復を送信するステップを含み
、Kが正の整数である、請求項14に記載の通信ユニット。
【請求項１７】
　前記確認応答信号が、前記K個の反復のうちの最初のN個を使用して前記別の通信ユニッ
トによって処理可能であり、Nが、Kよりも小さい正の整数である、請求項16に記載の通信
ユニット。
【請求項１８】
　KおよびNが、レイテンシと信頼性とのバランスをとるように選択される、請求項16に記
載の通信ユニット。
【請求項１９】
　前記プロセッサが、重み付き重畳加算法(WOLA)ロールオフを含むように前記確認応答信
号を修正する、請求項14に記載の通信ユニット。
【請求項２０】
　データチャネル手段上でデータメッセージを別の通信ユニットに送信するための手段と
、
　制御チャネル手段上で確認応答信号の1つまたは複数の反復の第1のグループを前記別の
通信ユニットから受信するための手段であって、前記確認応答信号が部分的に復号可能な
構造を有する、手段と、
　前記受信するための手段を介して前記制御チャネル手段上で前記確認応答信号の1つま
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たは複数の反復の第2のグループのうちの最後の反復を完全に受信する前に、前記確認応
答信号を復号するための手段と、
を備える通信ユニット。
【請求項２１】
　前記確認応答信号の1つまたは複数の反復の前記第1および第2のグループ中の前記1つま
たは複数の反復の各々が、1シンボル期間中に受信される同じ時間領域波形の反復である
、請求項20に記載の通信ユニット。
【請求項２２】
　前記時間領域波形の周波数領域特性が、K個のトーンごとに1つの非0トーンからなり、K
が、1つまたは複数の反復の前記第1のグループ中の反復の数と、1つまたは複数の反復の
前記第2のグループ中の反復の数との合計に等しい、請求項21に記載の通信ユニット。
【請求項２３】
　1つまたは複数の反復の前記第1のグループ中の反復の前記数が、レイテンシと信頼性と
のバランスをとるように選択される、請求項22に記載の通信ユニット。
【請求項２４】
　前記確認応答信号の1つまたは複数の反復の前記第1および第2のグループ中の各反復が
、重み付き重畳加算法(WOLA)ロールオフを含む、請求項20に記載の通信ユニット。
【請求項２５】
　前記データメッセージの前記送信と、前記送信するための手段による後続の送信のスケ
ジューリングとの間のラウンドトリップ時間が、完全に復号可能な確認応答信号の使用と
比較して短縮される、請求項20に記載の通信ユニット。
【請求項２６】
　前記後続の送信が前記データメッセージの再送信である、請求項25に記載の通信ユニッ
ト。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願
　本出願は、参照によりその全体が本明細書に組み込まれる、2015年3月13日に出願され
た「System and Method for Low Latency Acknowledgements」という名称の米国仮特許出
願第62/133,209号に対する優先権を主張するものである。
【０００２】
　本開示は、一般に、コンピューティングデバイスのための通信方法に関し、より詳細に
は、低レイテンシ確認応答(acknowledgement)に関する。
【背景技術】
【０００３】
　第3世代(3G)、第4世代(4G)、および第5世代(5G)モバイルフォンネットワークなど、今
日の通信システムの多くは、1つまたは複数の複雑なシグナリングおよび/またはメッセー
ジングプロトコルを使用して、データおよび他の情報を交換する。これらの通信システム
の目標の1つは、基地局とユーザ機器(UE)との間の、信頼性があり正確なデータ交換であ
る。たとえば、ハイブリッド自動再送要求(HARQ)を使用するプロトコルは、エラー検出コ
ードおよび/またはエラー訂正コードの組合せを使用して、メッセージがエラーを含むと
きを決定し、メッセージを再送信する必要なしにエラーの訂正を自動化する。エラー検出
および/または訂正をサポートするために、HARQは通信システムにオーバヘッドを導入す
るが、このオーバヘッドは、通信チャネルの使用の効率を低下させることがある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　したがって、メッセージの送信と、対応するこのメッセージの確認応答との間のラウン
ドトリップ時間を短縮することなどによって通信の効率を高めるための、システムおよび
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方法を提供することが望ましいであろう。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　いくつかの実施形態によれば、通信ユニットは、プロセッサと、プロセッサに結合され
た送信機と、プロセッサに結合された受信機とを備える。プロセッサは、送信機を使用し
て、データチャネル上でデータメッセージを別の通信ユニットに送信するステップと、受
信機を使用して、制御チャネル上で確認応答信号の1つまたは複数の反復の第1のグループ
を別の通信ユニットから受信するステップと、受信機を介して制御チャネル上で確認応答
信号の1つまたは複数の反復の第2のグループのうちの最後の反復を完全に受信する前に、
確認応答信号を復号するステップと、を行うように構成される。確認応答信号は、部分的
に復号可能な構造を有する。
【０００６】
　いくつかの実施形態によれば、メッセージを送信する方法は、送信側によって、データ
チャネル上でデータメッセージを受信側に送信するステップと、送信側によって、制御チ
ャネル上で確認応答信号の1つまたは複数の反復の第1のグループを受信側から受信するス
テップと、送信側によって、制御チャネル上で確認応答信号の1つまたは複数の反復の第2
のグループのうちの最後の反復を完全に受信する前に、確認応答信号を復号するステップ
と、を含む。確認応答信号は、部分的に復号可能な構造を有する。
【０００７】
　いくつかの実施形態によれば、通信ユニットは、プロセッサと、プロセッサに結合され
た送信機と、プロセッサに結合された受信機とを備える。プロセッサは、受信機を介して
、データチャネル上でデータメッセージを別の通信ユニットから受信するステップと、デ
ータメッセージを復号するステップと、送信機を介して、復号に応答して制御チャネル上
で確認応答信号を別の通信ユニットに送信するステップと、を行うように構成される。確
認応答信号は、部分的に復号可能な構造を有する。
【０００８】
　いくつかの実施形態によれば、通信ユニットは、データチャネル手段上でデータメッセ
ージを別の通信ユニットに送信するための手段と、制御チャネル手段上で確認応答信号の
1つまたは複数の反復の第1のグループを別の通信ユニットから受信するための手段であっ
て、確認応答信号が部分的に復号可能な構造を有する、手段と、受信するための手段を介
して制御チャネル手段上で確認応答信号の1つまたは複数の反復の第2のグループのうちの
最後の反復を完全に受信する前に、確認応答信号を復号するための手段と、を備える。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】いくつかの実施形態による、通信システムの簡略図である。
【図２】いくつかの実施形態による、部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号の簡
略図である。
【図３】いくつかの実施形態による、確認応答信号のラウンドトリップ時間の簡略図であ
る。
【図４】いくつかの実施形態による、部分的に復号可能な構造を有する確認応答を使用し
たときのラウンドトリップ時間節約の簡略図である。
【図５】いくつかの実施形態による、部分的に復号可能な構造を有し、重み付き重畳加算
法ロールオフを使用する、確認応答信号の簡略図である。
【図６】いくつかの実施形態による、メッセージを送る方法の簡略図である。
【図７】いくつかの実施形態による、メッセージを受信する方法の簡略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　後続の記述では、本開示に整合するいくつかの実施形態を記述する具体的詳細を示す。
しかし、いくつかの実施形態が、これらの具体的詳細のいくらかまたはすべてがなくても
実践され得ることは、当業者には明らかであろう。本明細書で開示する具体的詳細は、例
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証的なものとし、限定とはしない。本明細書に具体的に記載されていなくても、本開示の
範囲および趣旨の内にある他の要素を当業者なら認識するであろう。加えて、不必要な繰
返しを避けるために、1つの実施形態との関連で図示および記述される1つまたは複数の特
徴は、別段の記載が具体的にない限り、またはこの1つもしくは複数の特徴によって実施
形態が機能しなくならない限り、他の実施形態に組み込まれることも可能である。
【００１１】
　図1は、いくつかの実施形態による、通信システム100の簡略図である。図1に示すよう
に、通信システム100は、媒体130を使用して共に結合された2つの通信ユニット110および
120を含む。いくつかの例では、通信ユニット110および120は各々、ネットワークノード
、スイッチ、ルータ、ワイヤレスアクセスポイント、サーバ、ワークステーション、PC、
タブレット、モバイルフォン、スマートフォン、ユーザ機器、基地局、および/またはそ
の他など、現代のネットワーク中で通常みられる任意のタイプの通信ユニットを表すこと
ができる。いくつかの例では、通信ユニット110および120は各々、ネットワークノード、
スイッチ、ルータ、ワイヤレスアクセスポイント、サーバ、ワークステーション、PC、タ
ブレット、モバイルフォン、スマートフォン、ユーザ機器、基地局、および/またはその
他などの別の通信デバイスおよび/またはコンピューティングデバイスに組み込まれた、
集積回路、システムオンチップ(SoC)、および/またはその他であってもよい。図示のよう
に、通信ユニット110は、プロセッサ112、信号プロセッサ114、送信機116、および受信機
118を備える。同様に、通信ユニット120は、プロセッサ122、信号プロセッサ124、送信機
126、および受信機128を備える。いくつかの例では、プロセッサ112および/または122は
、それぞれの通信ユニット110および/または120のハードウェアおよび/またはソフトウェ
アの動作および/または実行を制御することができる。1つのプロセッサ112または122のみ
が示されているが、通信ユニット110および/または120は各々、複数のプロセッサ、マル
チコアプロセッサ、フィールドプログラマブルゲートアレイ(FPGA)、特定用途向け集積回
路(ASIC)、および/またはその他を備えることもできる。いくつかの例では、信号プロセ
ッサ114および/または124は、それぞれの通信ユニット110および/もしくは120、ならびに
/またはそれぞれのプロセッサ112および/もしくは122のために、信号の分析、信号の変調
および/もしくは復調、ならびに/またはその他を担うことができる。1つの信号プロセッ
サ114または124のみが示されているが、通信ユニット110および/または120は各々、ディ
ジタル信号プロセッサ(DSP)、コーダ-デコーダ(CODEC)、変調器-復調器(MODEM)、FPGA、A
SIC、および/またはその他など、複数の信号プロセッサを備えてもよい。
【００１２】
　送信機116および/または126は、受信機128および/または118と協力して、通信ユニット
110および/または120の間で情報、データ、制御情報、メタデータ、および/またはその他
を交換することを担うことができる。いくつかの例では、送信機116は、媒体130を使用し
て、1つまたは複数の信号、メッセージ、パケット、および/またはその他を受信機128に
送信することができ、送信機126は、媒体130を使用して、1つまたは複数の信号、メッセ
ージ、パケット、および/またはその他を受信機118に送信することができる。いくつかの
例では、媒体130は、情報およびデータを交換するのに適した任意の種類の伝送媒体であ
ってよい。いくつかの例では、媒体130は、同軸ケーブル、ツイストペアケーブル、ワイ
ヤ、および/またはその他など、1つまたは複数のワイヤおよび/またはケーブルを含むこ
とができる。いくつかの例では、媒体130は、1つまたは複数の導波管を有するかまたは有
さない、ワイヤレス媒体(たとえば空中)であってよい。いくつかの例では、媒体130は、
時分割多重化、周波数分割多重化、スペクトル拡散、および/またはその他を含めた1つま
たは複数の形の多重化を使用して媒体130中で複数のチャネルを生み出す、複数の同時信
号をサポートする共有媒体であってよい。いくつかの例では、媒体130を使用して、送信
機116から受信機128に送信される信号、および送信機126から受信機118に送信される信号
が、同時に搬送されてよい。いくつかの例では、媒体130を使用してまた、通信ユニット1
10および/または120以外の通信ユニットに送信されてそれらによって受信される信号が、
同時に搬送されてよい。
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【００１３】
　図1には示されていないが、通信ユニット110および/または120については、後でさらに
詳細に述べる様々な実施形態に整合する、内部デバイスの異なる組合せが可能であること
を、当業者なら認識するであろう。いくつかの例では、信号プロセッサ114および124のう
ちの1つまたは複数は省略されてもよく、送信機116および受信機118は、結合された送受
信機の一部であってもよく、送信機126および受信機128は、結合された送受信機の一部で
あってもよく、かつ/またはその他も可能である。いくつかの例では、通信ユニット110お
よび/または120は、追加で、メモリ(図示せず)を備えてもよい。いくつかの例では、メモ
リは、1つまたは複数のタイプの機械可読媒体を含むことができる。いくつかの一般的な
形の機械可読媒体は、フロッピーディスク、フレキシブルディスク、ハードディスク、磁
気テープ、他の任意の磁気媒体、CD-ROM、他の任意の光学媒体、パンチカード、紙テープ
、孔のパターンを有する他の任意の物理媒体、RAM、PROM、EPROM、FLASH-EPROM、他の任
意のメモリチップもしくはカートリッジ、および/または、プロセッサもしくはコンピュ
ータが読取りを行うように適合された他の任意の媒体、を含むことができる。
【００１４】
　いくつかの実施形態によれば、また一般性を失うことなく、通信システム100を使用し
てデータを送ることが、通信ユニット110(送信側と呼ばれることもある)から通信ユニッ
ト120(受信側と呼ばれることもある)へのデータの送信について記述される。通信ユニッ
ト120が通信ユニット110にデータを送信するときは、通信ユニット110と120の役割が逆転
されてよいこと、および/または、通信ユニット110と120が同時にデータを相互に送信し
ている場合もあることを、当業者なら理解するであろう。図1に示すように、通信ユニッ
ト110から通信ユニット120へのデータの送信は、通信ユニット110の送信機116によってメ
ッセージまたはデータパケット140を送信することで開始するように記述される。いくつ
かの例では、メッセージ140は、プロセッサ112によって生成され、さらに処理されるよう
信号プロセッサ114に渡され、次いで信号プロセッサ114によって送信機116に提供されて
よい。次いで、メッセージ140は、送信機116によって媒体130を使用して送信される。メ
ッセージ140が受信機126によって受信されると、メッセージ140は、分析のために信号プ
ロセッサ124および/またはプロセッサ122に渡されてよい。通信ユニット120内での分析の
一部として、メッセージ140が調べられて、メッセージ140がエラーなしで受信機128によ
って受信されたかどうかが決定されてよい。いくつかの例では、分析は、メッセージ140
内のエラー検出モードおよび/またはエラー訂正コードを利用して、メッセージ140にエラ
ーがないかどうか、および/またはメッセージ140をエラーのない状態に訂正できるかどう
かを決定することを含むことができる。いくつかの例では、エラー検出および/または訂
正コードは、1つまたは複数のパリティビット、チェックサム、巡回冗長検査(CRC)コード
、ハミングコード、および/またはその他を含むことがある。
【００１５】
　メッセージ140がエラーなしで受信されたかどうかに基づいて、通信ユニット120は、送
信機126および受信機118を使用して媒体130を介して通信ユニット110に返送するための確
認応答メッセージ150の形で、メッセージ140に対する応答を作成することができる。いく
つかの例では、確認応答メッセージ150は、メッセージ140がエラーなしで受信されたとき
の肯定確認応答(positive acknowledgement)、メッセージ140がエラーありで受信された
ときの否定確認応答(negative acknowledgement)、エラー訂正コードを求める要求、およ
び/またはその他、を含むことがある。いくつかの例では、確認応答メッセージ150は、通
信ユニット120から通信ユニット110へのメッセージ中で送信されている他のデータととも
に、ピギーバック方式で送信されてよい。
【００１６】
　確認応答メッセージ150を受信するのに応答して、通信ユニット110は、確認応答メッセ
ージ150を調べて、どんなタイプの確認応答がその中に含まれるかを決定する。確認応答
メッセージ150に含まれる確認応答のタイプに基づいて、通信ユニット110は、別のメッセ
ージまたはデータパケット160を、送信機116および受信機128を使用して媒体130を介して
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通信ユニット120に送ることができる。確認応答が肯定確認応答であるときは、メッセー
ジ160は、通信ユニット120への次のデータパケットを含むことができる。確認応答が否定
確認応答であるときは、メッセージ160は、メッセージ140からのデータの再送信を含むこ
とができる。また、確認応答がエラー訂正コードを求める要求であるときは、メッセージ
160は、後でさらに述べるように、メッセージ140のためのエラー訂正コードを含むことが
できる。
【００１７】
　いくつかの実施形態によれば、通信ユニット110および/または120は、ハイブリッド自
動再送要求(HARQ)を伴うプロトコルを使用して、信号および/またはメッセージ140、150
、および/または160を符号化することができる。HARQプロトコルは通常、データ送信の信
頼性を改善する助けとするために、エラー検出コードおよび/または訂正コードの組合せ
を使用する。いくつかの例では、タイプI HARQが使用されるときは、メッセージ140およ
び/または160など、通信ユニット110などの送信側によって送信される各メッセージは、
エラー検出コードとエラー訂正コードの両方を含む。通信ユニット120などの受信側がメ
ッセージを受信したとき、エラー検出コードを使用して、メッセージ中にエラーがあるか
どうかを決定することができ、エラー訂正コードを使用して、メッセージのエラーなしバ
ージョンを回復することができる。信号品質が低すぎてエラーが多すぎる場合、メッセー
ジは拒否され、受信側は、否定確認応答を含む確認応答メッセージ150を送ることなどに
よって、メッセージを再送信するよう送信側に要求する。いくつかの例では、タイプII H
ARQが使用されるときは、送信される各メッセージは、エラー検出コードのみを含む。受
信側がエラーを検出すると、次いで受信側は、エラー訂正コードを求める要求を含む確認
応答150を送ることなどによって、エラー訂正コードを送信するよう送信側に要求するこ
とができる。エラー訂正コードを受信した後、受信側は、メッセージのエラーなしバージ
ョンを回復しようと試み、メッセージのエラーなしバージョンを回復できないときは、受
信側は、否定確認応答を含む確認応答メッセージ150を送ることなどによって、メッセー
ジを再送信するよう送信側に要求する。タイプI HARQは通常、低品質の信号チャネルにお
いてより効率的であり、タイプII HARQは通常、より高品質の信号チャネルにおいてより
効率的である。
【００１８】
　図1に示すように、タイプI HARQとタイプII HARQの両方の、ならびにストップアンドウ
ェイト(stop and wait)および/またはスライディングウィンドウプロトコルの、共通の特
徴は、データメッセージ140の受信側が、受信されたデータメッセージのステータスを示
すために、ステータスまたは確認応答メッセージ150を送信側に送信することである。タ
イプI HARQでは、これは、メッセージのエラーなしバージョンを取得できること(たとえ
ば肯定確認応答)と、再送を要求できること(たとえば否定確認応答)の、両方の確認応答
を含むことができる。タイプII HARQでは、これは、メッセージのエラーなしバージョン
を取得できること(たとえば肯定確認応答)と、エラー訂正コードを求める要求と、再送を
求める要求(たとえば否定確認応答)と、の確認応答を含むことができる。いくつかの例で
は、ステータスおよび/または確認応答メッセージ150は、データメッセージ140を送信す
るのに使用されるデータチャネルとは別個の制御チャネル中で送られてよい。
【００１９】
　確認応答されるメッセージングのオーバヘッドを低減し、したがって送信効率を高める
ための方法の1つは、データメッセージ140を送信側によって送信することと、受信側から
返されたステータスまたは確認応答メッセージ150を送信側によって受信して復号するこ
ととの間の、レイテンシまたはラウンドトリップ時間(RTT)の量を削減することである。
ラウンドトリップ時間が短縮されれば、送信側は、より迅速に、メッセージ160によって
示されるように、エラー訂正コードを送信すること(たとえばタイプII HARQの場合に)、
データメッセージを再送信すること、および/または次のデータメッセージを送信するこ
とができるであろう。したがって、ステータスおよび/または確認応答メッセージ150を待
機するのに費やされる通信チャネル時間はより短く、通信チャネル帯域幅のより多くをデ
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ータ送信に使用することができる。
【００２０】
　データメッセージ140の送信側によってステータスおよび/または確認応答メッセージ15
0が受信されて復号される前の、レイテンシまたはRTT時間を短縮する方法の1つは、ステ
ータスおよび/または確認応答メッセージ150について、完全な送信された確認応答メッセ
ージを受信した場合と比較してより短い期間内で復号できる信号構造を使用することであ
る。いくつかの実施形態によれば、より短い受信期間を採用するそのような信号構造の1
つは、部分的に復号可能な信号構造を有する確認応答信号を使用してステータスおよび/
または確認応答メッセージ150を符号化するものである。いくつかの例では、提案される
部分的に復号可能なシンボル構造の利益は、データメッセージ140の受信側(すなわち確認
応答メッセージ150の送信側)が、他の通常のデータ/制御シンボルと同じシンボル継続時
間を使用して確認応答メッセージ150を送るようにして、他の通信チャネルに対して直交
性を維持し干渉を制限し、それとともに、確認応答メッセージ150の部分的なシンボル処
理および復号がレイテンシおよび/またはRTTの短縮を達成できるようにすることである。
【００２１】
　図2は、いくつかの実施形態による、部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号200
の簡略図である。図2に示すように、確認応答信号200は、周波数領域特性210を含み、K個
のトーンごとに1つの非0トーンが送られる。この例では、Kは8であり、周波数領域特性21
0は、周波数スペクトルにおいて8つのトーンごとに非0成分を含む。これは、0トーンに対
する非0値211、8番目のトーンに対する非0値212、16番目のトーンに対する非0値213、24
番目のトーンに対する非0値214、などによって示される。図2はまた、確認応答信号200に
ついての時間領域波形220も示し、確認応答信号200の反復221～228によって示されるよう
に、同じ波形がK=8回繰り返される。いくつかの例では、K個の反復は、1シンボル期間を
使用して送信される。また、図2の実施形態は8のK値を使用する確認応答信号を示すが、
他のK値または信号部分も、実際的であることと可能であることの両方であることを、当
業者なら理解するであろう。また、図2の周波数スケールは1の周波数単位に基づくが、確
認応答信号200に利用可能な帯域幅および/または変調周波数に基づいて、周波数の任意の
適切なスケーリングが可能であることも、当業者は理解するであろう。加えて、非0値211
～214の高さおよび反復221～228の形状は、代表的なものにすぎず、実際には、非0トーン
の高さおよび反復の形状は、確認応答信号200上に符号化される値に基づいて変動するこ
とになることも、当業者なら理解するであろう。いくつかの例では、直交周波数分割多重
化(OFDM)とともに使用されるとき、確認応答信号200は、その離散フーリエ変換プロパテ
ィのせいで、部分的に復号可能である。
【００２２】
　いくつかの例では、部分的なOFDMシンボルを使用してRTTを短縮することができ、これ
は、送信側が反復221～228のうちのいずれか1つを受信した後、受信側が確認応答信号200
の反復221～228のすべてを返す前に、送信側が確認応答信号200を受信してそれに対応で
きるようにすることによって、行うことができる。これは、他のメッセージングを扱うた
めの追加の処理時間を提供する。いくつかの例では、後で詳細に論じるように、部分的に
復号可能なOFDMシンボルが繰り返される結果、完成した、完全に復号可能な確認応答信号
200が送信されることになる。いくつかの例では、部分的なシンボル受信、低減された信
号対雑音比、および/またはその他による、チャネル間干渉(ICI)に関する懸念に対処する
ために、部分的に復号可能なシンボルはまた、送信側または受信側のいずれかから、重み
付き重畳加算法(WOLA: weighted overlap add)を使用して処理されてもよい。
【００２３】
　いくつかの実施形態によれば、確認応答信号200の使用は、部分的に復号可能な構造を
有する確認応答信号を使用しないシステムに勝る、1つまたは複数の利点を提供すること
ができる。いくつかの例では、確認応答信号200は、HARQの間に使用するための、早く受
信可能なステータス、制御、および/または確認応答メッセージを提供することができる
。いくつかの例では、確認応答信号200を使用したときの短縮されたRTTは、他のメッセー
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ジングを扱うための追加の処理時間を提供することができる。いくつかの例では、Kの値
と、部分的に復号可能なシンボルの1/K部分とを制御することによって、通信チャネル上
での確認応答信号200の受信側処理に費やされる時間と、処理(電力)利得との間のトレー
ドオフを最適化して、種々の処理タイムラインスループットプロパティ、通信チャネル効
率、および/またはその他を達成することができる。いくつかの例では、確認応答信号200
、およびその部分的に復号可能なプロパティは、確認応答信号200が送られる制御チャネ
ルから、データメッセージが送られるデータチャネルに、ICIを導入しない。というのは
、すべての反復221～228が受信される前に確認応答信号200が認識されてそれに対応され
たときでも、完全なシンボルが常に送られるからである。いくつかの例では、部分的な受
信による、データチャネルから制御チャネルへのICIは、適切な保護帯域および/またはWO
LAを使用して緩和することができる。
【００２４】
　図3は、いくつかの実施形態による、確認応答信号のラウンドトリップ時間の簡略図で
ある。図3は、様々なプロパティを有する確認応答信号を使用するRTTについての3つのシ
ナリオ300、330、および360を示す。いくつかの例では、シナリオ300、330、および/また
は360は、通信ユニット110および/または120などの通信ユニット間のデータチャネルおよ
び制御チャネル中での、データおよび制御情報の交換を実証することができる。シナリオ
300には、完全に復号可能な確認応答信号を伴う、1シンボルの送信時間間隔(TTI)長さを
使用するメッセージングが示される。シナリオ300は、データチャネル310と制御チャネル
320の両方についての、6つのTTI301～306にわたるアクティビティを示す。図示のように
、TTI301の間、任意選択のスケジュールされた遅延311が、データチャネル310に挿入され
る。スケジュールされた遅延311の後、TTI302の間に、第1のデータパケットが、第1のデ
ータ送信312としてデータチャネル310中で送信される。次いで、TTI303は遊休であり、第
1のデータパケット312の受信側は、TTI303を使用して第1のデータ送信312を処理して、第
1のデータパケットがエラーなしで受信されたかどうかを決定し、また、返すべき確認応
答のタイプ(肯定、否定、ECC要求、および/またはその他)を決定する。TTI304の間、受信
側は、制御チャネル320を使用して、確認応答を符号化する完全に復号可能な確認応答信
号325を返す。次いで、TTI305は遊休であり、第1の送信312の送信側は、完全に復号可能
な確認応答信号325を処理して、第2のデータパケットを送るか、第1のデータパケットを
再送するか、ECC情報を送るかを決定する。次いで、TTI306が送信側によって使用されて
、第1のデータパケット、第2のデータパケット、またはECC情報を適宜含む、第2のデータ
送信313が送信される。このように、完全に復号可能な確認応答信号325を伴うRTTは通常
、4シンボル期間であり、最悪の場合の時間は、スケジュールされた遅延311が発生し第2
の送信313が使用されるときの、6シンボル期間である。
【００２５】
　シナリオ330には、2シンボルのTTI長さと緩いタイミングとを使用するメッセージング
が示される。シナリオ330は、データチャネル340と制御チャネル350の両方についての、5
つのTTI331～335にわたるアクティビティを示す。図示のように、TTI331の間、任意選択
のスケジュールされた遅延341が、データチャネル340に挿入される。スケジュールされた
遅延341の後、TTI332の間に、第1のデータパケットが第1のデータ送信342としてデータチ
ャネル340中で送信される。次いで、受信側は、TTI333の間、パイロット351およびチャネ
ル状態フィードバック352を制御チャネル350中で返し、受信側は同時に、第1のデータ送
信342に含まれる第1のデータパケットを復号する。次いで受信側は、TTI334の間、第1の
データパケットの復号に基づいて、適切な確認応答信号353を制御チャネル350中で送信す
る。図示のように、確認応答信号353は完全なシンボル期間を占め、次いで、TTI334の第2
の半分の間の第2の完全なシンボル期間は遊休である。送信側は、TTI334の第2の半分の間
に確認応答信号の処理を開始して、送信側がTTI335の間に第2のデータ送信343としてデー
タチャネル340中で第1のデータパケットを再送すべきか、第2のデータパケットを送るべ
きか、ECC情報を送るべきかを決定することができる。したがって、確認応答信号325と第
2のデータ送信313との間のTTI305の場合などのように、データチャネル340が確認応答信
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号と第2のデータ送信343との間で完全なTTIにわたって遊休のままではないので、RTTが短
縮される。このように、シナリオ330では、RTTは通常、6シンボル期間であり、最悪の場
合の時間は、スケジュールされた遅延341が発生し第2のデータ送信343が使用されるとき
の、10シンボル期間である。
【００２６】
　シナリオ360は、図2の確認応答信号など、部分的に復号可能な構造を有する確認応答信
号を使用することの利点を実証する。シナリオ360は、密なタイムラインを伴う2シンボル
のTTI長さを使用するメッセージングと、部分的に復号可能な構造を有する確認応答の使
用とを示す。シナリオ360は、データチャネル370と制御チャネル380の両方についての、4
つのTTI361～364にわたるアクティビティを示す。図示のように、TTI361の間、任意選択
のスケジュールされた遅延371が、データチャネル370に挿入される。スケジュールされた
遅延371の後、TTI362の間に、第1のデータパケットが第1のデータ送信372としてデータチ
ャネル370中で送信される。次いで、受信側は、TTI363の第1のシンボルの間、パイロット
およびチャネル状態フィードバック381を制御チャネル380中で返し、受信側は同時に、第
1のデータ送信372に含まれる第1のデータパケットを復号する。次いで受信側は、第1のデ
ータパケットの復号に基づいて、TTI363の第2のシンボルの間、適切な確認応答信号を制
御チャネル380中で送信する。図示のように、確認応答信号は、2つの反復382および383を
含む部分的に復号可能な構造を有する。送信側が第1の反復382に基づいて確認応答信号を
復号できるとき、送信側は、TTI363の間に確認応答信号の処理を開始して、送信側がTTI3
64の間に第2のデータ送信373としてデータチャネル370中で第1のデータパケットを再送す
べきか、第2のデータパケットを送るべきか、ECC情報を送るべきかを決定することができ
る。したがって、確認応答信号の処理に使用されるデータチャネル370中の間隙は、シナ
リオ300で示されたような3つのTTI(303～305)またはシナリオ330で示されたような2つのT
TI(333および334)ではなく単一のTTI(363)だけなので、RTTは、シナリオ300および330に
勝ってさらに短縮される。シナリオ360のメッセージングを使用すると、4シンボル期間の
通常のRTT(より長い2シンボルのTTIを使用するにもかかわらず、シナリオ300における完
全な確認応答の使用と同様に良い)が得られ、それとともに、最悪の場合の時間は、スケ
ジュールされた遅延371と第2のデータ送信373とが使用されるときの、8シンボル期間であ
る。
【００２７】
　図示されていないが、追加のシナリオも可能である。これらには、部分的に復号可能な
構造を有する確認応答信号をTTI303の間に使用するようにシナリオ300を修正することが
含まれ、この結果、通常のRTTは3シンボル期間になり、最悪の場合の時間は5シンボル期
間になる。このように、部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号を使用して、1シ
ンボル期間のTTI長さが使用されるか2シンボル期間のTTI長さが使用されるかに応じて、
通常のRTT時間を1または2シンボル期間分短縮することができ、最悪の場合の時間を2また
は4シンボル期間分短縮することができる。
【００２８】
　図4は、いくつかの実施形態による、部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号を
使用したときのラウンドトリップ時間節約の簡略図である。シナリオ400は、完全に復号
可能な確認応答信号を伴うメッセージ410と、2つの反復を含む部分的に復号可能な構造を
有する確認応答信号を伴うメッセージ420との比較を示す。メッセージ410は、サイクリッ
クプレフィックス(CP)411と、完全に復号可能な確認応答信号412とを含み、確認応答信号
412は、送信するために完全なシンボルを使用する。対照的に、メッセージ420は、サイク
リックプレフィックス(CP)421と、第1の反復422および第2の反復423を含む部分的に復号
可能な構造を有する確認応答信号とを含む。いくつかの例では、部分的に復号可能な構造
を有する確認応答信号は、図2および図3に関して上述した部分的に復号可能な構造を有す
る確認応答信号に整合するものとすることができる。メッセージ410と420との比較は、部
分的に復号可能な構造を有する確認応答信号のラウンドトリップ時間利点を実証する。よ
り具体的には、完全に復号可能な確認応答信号412は、それが完全に送信され受信される
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までは復号可能でない。対照的に、メッセージ420の部分的に復号可能な構造を有する確
認応答信号は、第1の反復422の受信後に復号されることが可能であり、これにより、第2
の反復423が送信されている間に、メッセージ420に対する応答をフォーマットして送信に
向けて準備することができる。したがって、メッセージ420中では、確認応答送信時間の2
分の1を他の処理のために解放することができ、これにより、RTTを相応に短縮することが
できる。いくつかの例では、部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号を第1の反復4
22のみに基づいて復号する結果、メッセージ420の確認応答信号部分についての信号対雑
音比が、完全に復号可能な確認応答信号412を伴うメッセージ410についての信号対雑音比
に対して相対的に、低減されることがある。
【００２９】
　シナリオ450は、完全に復号可能な確認応答信号を伴うメッセージ460と、同じ対応する
時間間隔中に3つの反復を含む部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号を伴うメッ
セージ470との比較を示す。メッセージ460は、サイクリックプレフィックス(CP)461と、
完全に復号可能な確認応答信号462とを含む。対照的に、メッセージ470は、サイクリック
プレフィックス(CP)471と、その後に続く、部分的に復号可能な構造を有する確認応答信
号の第1の反復472、第2の反復473、および第3の反復474とを含む。いくつかの例では、部
分的に復号可能な構造を有する確認応答信号は、図2および図3に関して上述した部分的に
復号可能な構造を有する確認応答信号に整合するものとすることができる。メッセージ46
0と470との比較は、部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号のラウンドトリップ時
間利点を実証する。より具体的には、完全に復号可能な確認応答信号462は、それが完全
に送信され受信されるまでは復号可能でない。対照的に、メッセージ470の部分的に復号
可能な構造を有する確認応答信号は、第1の反復472または第2の反復473の受信後に復号さ
れることが可能であり、これにより、残りの反復が送信されている間に、メッセージ470
に対する応答をフォーマットして送信に向けて準備することができる。したがって、メッ
セージ470中では、確認応答送信時間の3分の1または3分の2を他の処理のために解放する
ことができ、これにより、RTTを相応に短縮することができる。いくつかの例では、部分
的に復号可能な構造を有する確認応答信号を第1の反復472のみに基づいて復号する結果、
メッセージ470の確認応答信号部分についての信号対雑音比が、完全に復号可能な確認応
答信号462を伴うメッセージ460についての信号対雑音比に対して相対的に低減されること
があり、部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号を第1の反復472および第2の反復4
73に基づいて復号する結果、メッセージ470の確認応答信号部分についての信号対雑音比
が、完全に復号可能な確認応答信号462を伴うメッセージ460についての信号対雑音比に対
して相対的に低減されることがある。いくつかの例では、RTT短縮と信号対雑音比の低減
との間のトレードオフを使用して、データチャネルについてのス
ループットと、それに対する制御チャネル中の雑音のレベルとのバランスをとることがで
きる。
【００３０】
　同様のメッセージ継続時間を使用するいくつかの例では、対応する完全に復号可能な確
認応答信号と同じ送信時間を要する4つの反復を含む部分的に復号可能な構造を有する確
認応答信号を、第1、第2、または第3の反復の後で復号することができる。いくつかの例
では、これを使用して、信号対雑音比を犠牲にして、部分的に復号可能な構造を有する確
認応答信号を復号して次のデータ送信を準備するための追加の時間を提供することができ
、信号対雑音比の低減は、復号に使用される確認応答信号の反復の数に依存する。いくつ
かの例では、4つよりも多い反復を含む部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号の
使用は、処理時間およびRTTにおける利得と、それに対する信号対雑音比の低減とのバラ
ンスをとることにおいて、追加のフレキシビリティを提供することができる。
【００３１】
　いくつかの実施形態では、図4の部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号はまた
、他の利点を有することもできる。部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号が完全
なシンボル長で送信されるとき、制御チャネルからデータチャネルへのICIはない。いく



(13) JP 2018-512785 A 2018.5.17

10

20

30

40

50

つかの例では、部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号の直交性が損失すること、
および部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号が部分的に受信されることのせいで
、データチャネルから制御チャネルへのいくらかのICIがあることがあるが、これは一般
に、制御チャネルにとって大きな懸念ではない。いくつかの例では、データチャネルから
制御チャネルへのICI下限は、10dBよりも高く保持されることが可能である。いくつかの
例では、データチャネルから制御チャネルへのICI下限は、WOLAを使用することによって
改善されることが可能である。
【００３２】
　図5は、いくつかの実施形態による、部分的に復号可能な構造を有し、重み付き重畳加
算法(WOLA)ロールオフを使用する、確認応答信号の簡略図である。いくつかの例では、図
5の部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号は、図2～図4の部分的に復号可能な構
造を有する確認応答信号に整合する。図5に示すように、シンボルウィンドウの3分の2と
、8分の1のWOLAロールオフ係数とを使用する、部分的に復号可能な構造を有する確認応答
信号の、時間領域送信ウィンドウ510およびパワースペクトル密度520が示されている。時
間領域送信ウィンドウ410によって示されるように、部分的に復号可能な構造を有する確
認応答信号は、8分の1のWOLAロールオフ係数を使用して広げられた全シンボルの幅の約75
%にわたって提供される。WOLAロールオフ係数は、スクエアエッジ(square edges)を有す
る送信ウィンドウを使用することの影響を低減する。図示のように、図5の部分的に復号
可能な構造を有する確認応答信号は、シンボル継続時間の約25%を、追加の処理時間のた
めに解放する。加えて、周波数領域特性付け520のパワースペクトルは、1.9dBの電力損失
と、スクエアエッジを有する送信ウィンドウよりもよい周波数ロールオフ特性とを示す。
【００３３】
　いくつかの実施形態によれば、図2～図5の部分的に復号可能な構造を有する確認応答信
号は、タイミングアドバンスに対する代替として、かつ/またはタイミングアドバンスを
補足するために、使用されてよい。いくつかの例では、タイミングアドバンスを使用して
、LTE基地局/進化型(evolved)ノードB(eNb)における処理時間を得ることができ、これは
、より早いシンボル期間を介して確認応答信号をある程度まで送ることで、確認応答信号
が早く返されるのを可能にすることによって、行うことができる。いくつかの例では、タ
イミングアドバンスは、ユーザ機器とLTE基地局との間で処理時間のバランスをとること
によって作用し、したがって、確認応答信号がより早く送られるのに伴って、それにより
データ受信側が利用可能な処理時間は短縮され、この処理時間はデータ送信側に提供され
る。いくつかの例では、確認応答信号処理を使用して、タイミングアドバンスの間に使用
される確認応答信号のためのシンボル送信継続時間を短縮することができる。いくつかの
例では、部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号の低減された電力による電力節約
は、タイミングアドバンスによって達成可能ではない。
【００３４】
　いくつかの実施形態によれば、追加の技法を使用して、部分的に復号可能な構造を有す
る確認応答信号の使用によって引き起こされる信号対雑音比の望ましくない低減があれば
それに対処することができる。いくつかの例では、インタリーブドシングルキャリア周波
数分割多重化によって使用されるものなど、周波数領域トーンインタリービングを使用し
て、部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号の電力を増大させることができる。い
くつかの例では、部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号の受信側の空間ダイバー
シティは、1つまたは複数の追加のアンテナを加えることによって改善することができる
。
【００３５】
　図6は、いくつかの実施形態による、メッセージを送る方法600の簡略図である。いくつ
かの例では、方法600のプロセス610～690のうちの1つまたは複数は、少なくとも部分的に
は、非一時的な有形の機械可読媒体に記憶された実行可能コードの形で実装されてよく、
この実行可能コードは、1つまたは複数のプロセッサ(たとえば、プロセッサ112および/も
しくは122、ならびに/または信号プロセッサ114および/もしくは124)によって実行された
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とき、プロセス610～690のうちの1つまたは複数を1つまたは複数のプロセッサに実施させ
ることができる。いくつかの例では、方法600は、通信ユニット110および/または120など
の通信ユニットによって、データを別の通信ユニットに送信するために使用されてよい。
いくつかの実施形態では、プロセス610は、任意選択であり、省略されてもよい。いくつ
かの実施形態では、方法600を使用して、部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号
の反復を、2つのグループ、すなわち、確認応答信号を復号するのに使用される反復の第1
のグループと、復号に含まれない反復の第2のグループとに分割することができる。
【００３６】
　任意選択のプロセス610で、スケジュールされた遅延が使用される。いくつかの例では
、通信ユニット110および/または120など、データメッセージの送信側は、データメッセ
ージの送信を開始する前に、1つまたは複数のシンボル期間またはTTIにわたって待機また
は遅延することができる。いくつかの例では、スケジュールされた遅延は、伝送媒体中の
可能性ある信号衝突および/またはその他に対処するための、より大きい通信プロトコル
の一部であることがある。いくつかの例では、送信側は、タイマまたは類似のメカニズム
を使用して、1つまたは複数の期間またはTTIにわたって待機することができる。いくつか
の例では、スケジュールされた遅延は、スケジュールされた遅延311、341、および/また
は371のうちのいずれかに整合するものとすることができる。
【００３７】
　プロセス620で、データパケットが送信される。送信側は、送信機116および/または126
などの送信機を使用して、媒体130などの伝送媒体のデータチャネルまたは類似のチャネ
ル上で、データパケット中のデータの少なくとも一部を受信側に送信する。いくつかの例
では、データチャネルは、データチャネル310、340、および/または370であってよく、デ
ータパケットは、データパケット312、313、342、343、372、および/または373のうちの
いずれかに整合するものとすることができる。
【００３８】
　プロセス630で、送信側は、受信側からの確認応答を待機する。プロセス620の間にデー
タパケットを送信した後、送信側は、データパケットの受信側がデータパケットの受信を
確認応答するのを待機する。いくつかの例では、送信側は、データパケットの確認応答を
含む信号、パケット、メッセージ、および/またはその他について、制御チャネルまたは
類似のチャネルを監視することができる。いくつかの例では、送信側は、受信機118およ
び/または128などの受信機を使用して、確認応答を示す信号、フレーミング、プリアンブ
ル、サイクリックプレフィックス、および/またはその他を、制御チャネル上で検出する
ことができる。いくつかの例では、送信側は、プロトコル、規定、および/またはその他
によって、既知のシンボル、TTI、および/または他の関係する時間間隔に基づく時間期間
に基づいて確認応答信号が受信されると予想することができる。いくつかの例では、遅延
の長さは、データチャネルの帯域幅、データパケットのサイズ、受信側がデータパケット
を復号しチェックするのに使用する時間量、および/またはその他に依存することがある
。
【００３９】
　プロセス640で、部分的に復号可能な構造を有する確認応答の第1の反復が受信される。
いくつかの例では、送信側は、受信機118および/または128などの受信機を使用して、確
認応答の第1の反復を受信することができる。いくつかの例では、確認応答の第1の反復は
、部分的に復号可能なプロパティを有する確認応答信号の、多くの反復のうちの1つであ
ってよい。いくつかの例では、第1の反復は、反復221～228、382、383、422、423、およ
び/または472～474のうちのいずれかに整合するものとすることができる。
【００４０】
　プロセス650で、確認応答の第1の反復が復号可能であるかどうかが決定される。制御チ
ャネルの信号対雑音比に応じて、送信側は、プロセス640の間に受信された確認応答の第1
の反復を復号できないことがある。いくつかの例では、送信側は、確認応答の第1の反復
を分析して、予想されるフレーミング、周波数成分、および/またはその他が存在するか
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どうかを決定することができる。いくつかの例では、送信側は、復号の一部として、パリ
ティ、チェックサム、および/または他のエラー検出アプローチを使用して、確認応答の
第1の反復を妥当性検査することができる。確認応答の第1の反復が復号可能であるときは
、確認応答はプロセス690を使用して処理される。確認応答の第1の反復が復号可能でない
ときは、プロセス660を使用して確認応答の第2の反復が受信される。
【００４１】
　プロセス660で、確認応答の第2の反復が受信される。いくつかの例では、送信側は、受
信機118および/または128などの受信機を使用して、確認応答の第2の反復を受信すること
ができる。いくつかの例では、第2の反復は、反復221～228、382、383、422、423、およ
び/または472～474のうちのいずれかに整合するものとすることができる。
【００４２】
　プロセス670で、確認応答の第1と第2の反復の結合が復号可能であるかどうかが決定さ
れる。制御チャネルの信号対雑音比に応じて、送信側は、プロセス660の間に受信された
確認応答の第1と第2の反復の結合を復号できないことがある。いくつかの例では、送信側
は、確認応答の第1と第2の反復の結合を分析して、予想されるフレーミング、周波数成分
、および/またはその他が存在するかどうかを決定することができる。いくつかの例では
、送信側は、復号の一部として、パリティ、チェックサム、および/または他のエラー検
出アプローチを使用して、確認応答の第1と第2の反復の結合を妥当性検査することができ
る。確認応答の第1と第2の反復の結合が復号可能であるときは、確認応答はプロセス690
を使用して処理される。確認応答の第1と第2の反復の結合が復号可能でないときは、確認
応答の1つまたは複数の追加の反復が受信される。
【００４３】
　確認応答信号中の確認応答の反復の数に応じて、プロセス660および670と同様のプロセ
スが、プロセス680の間に確認応答のk番目であり最後である反復が受信されるまで繰り返
される。いくつかの例では、送信側は、受信機118および/または128などの受信機を使用
して、確認応答のk番目の反復を受信することができる。いくつかの例では、k番目の反復
は、反復221～228、382、383、422、423、および/または472～474のうちのいずれかに整
合するものとすることができる。
【００４４】
　プロセス690で、確認応答が処理される。プロセス640、660、...、および/または680の
間に受信された確認応答の結合された反復が送信側によって分析されて、確認応答の内容
が決定される。いくつかの例では、プロセス620の間に送信されたデータパケットを受信
側がうまく受信して復号したときは、確認応答の内容は肯定確認応答であってよく、プロ
セス620の間に送信されたデータパケットを受信側がうまく受信または復号することがで
きなかったときは、確認応答の内容は否定確認応答であってよく、タイプII HARQが使用
されるときであって、プロセス620の間に送信されたデータパケット中でエラーが受信側
によって検出されたときは、確認応答の内容はエラー訂正コードの要求であってよく、か
つ/またはその他である。確認応答の内容に基づいて、次いで送信側は、プロセス620に戻
って別のデータパケットを送信することができる。肯定確認応答に応答する場合は、この
別のデータパケットは、送信されるべきより多くのデータであり、否定確認応答に応答す
る場合は、この別のデータパケットは、前に送信されたデータパケットの再送であり、エ
ラー訂正コードの要求に応答する場合は、この別のデータパケットは、前にプロセス620
の間に送信されたデータパケットのためのエラー訂正コードを含む。
【００４５】
　上述したように、またここでさらに強調するように、図6は、特許請求の範囲を不当に
限定すべきでない単なる例である。当業者なら、多くの変形、代替、および修正を認識す
るであろう。いくつかの実施形態では、方法600は、紛失パケットおよび/または確認応答
されないパケットを扱うための、追加のプロセスを含んでもよい。いくつかの例では、送
信側は、プロセス620でデータパケットを送信した後でタイマを開始し、次いで、確認応
答が受信されなかったときにデータパケットを再送信することができる。いくつかの例で
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は、プロセス690で述べた確認応答の組合せよりも複雑な組合せが使用されてもよい。こ
れは、確認応答が2つ以上のデータパケットを確認応答することができるときに、選択的
な再送信がサポートされること、および/またはその他などであり、これはしばしば、ス
ライディングウィンドウプロトコルで実践される。いくつかの実施形態では、確認応答の
復号を試みる前に、確認応答の反復のうちの2つまたは複数を受信するまで送信側が待機
するときは、プロセス650、670、および/またはその他のうちの1つまたは複数は省略され
てもよい。いくつかの実施形態では、受信され復号される確認応答の反復の数は、いくつ
の反復が確認応答に含まれるかに依存することがある。いくつかの例では、反復の数は、
プロトコル、送信側と受信側との間の合意、および/またはその他によって確立されてよ
い。いくつかの実施形態では、プロセス640、660、...、および680の間に受信された確認
応答の結合された反復が復号可能であるかどうかに関する追加の決定が、プロセス680と6
90との間に行われてよい。いくつかの例では、確認応答の結合された反復が復号可能でな
いときは、送信側は、プロセス690の間に確認応答が否定確認応答であると想定すること
ができ、したがって、方法600がプロセス620に戻ったとき、プロセス620の間に送信され
たデータパケットが再送信される。
【００４６】
　図7は、いくつかの実施形態による、メッセージを受信する方法700の簡略図である。い
くつかの例では、方法700のプロセス710～780のうちの1つまたは複数は、少なくとも部分
的には、非一時的な有形の機械可読媒体に記憶された実行可能コードの形で実装されてよ
く、この実行可能コードは、1つまたは複数のプロセッサ(たとえば、プロセッサ112およ
び/もしくは122、ならびに/または信号プロセッサ114および/もしくは124)によって実行
されたとき、プロセス710～780のうちの1つまたは複数を1つまたは複数のプロセッサに実
施させることができる。いくつかの例では、方法700は、通信ユニット110および/または1
20などの通信ユニットによって、データを別の通信ユニットから受信するために使用され
てよい。
【００４７】
　プロセス710で、データパケットが受信される。通信ユニット110および/または120など
、受信する通信ユニットは、受信機118および/または128などの受信機を使用して、媒体1
30などの伝送媒体のデータチャネルまたは類似のチャネル上で、データパケットを送信側
から受信する。いくつかの例では、データチャネルは、データチャネル310、340、および
/または370であってよく、データパケットは、データパケット312、313、342、343、372
、および/または373のうちのいずれかに整合するものとすることができる。いくつかの例
では、データパケットは、対応する送信側のプロセス620の間に送信されるデータパケッ
トであってよい。
【００４８】
　プロセス720で、データパケットが、エラーありで受信されたかどうかが決定される。
いくつかの例では、受信側は、プロセス710の間に受信されたデータパケットに含まれる
、パリティビット、チェックサム、CRCコード、および/またはその他などのエラー検出コ
ードを使用して、データパケットがエラーを含むかどうかを決定することができる。エラ
ーが検出されないときは、プロセス730を使用して肯定確認応答が生成される。エラーが
検出されたときは、プロセス740を使用して、タイプI HARQが使用されているかどうかが
決定される。
【００４９】
　プロセス730で、肯定確認応答が生成される。プロセス710の間に受信されたデータパケ
ットがエラーなしで受信されたことを示すペイロードを含む確認応答メッセージが、形成
される。いくつかの例では、ペイロードは、データパケットを識別する、パケットおよび
/または他の何らかのタイプのシーケンス識別子を含むことができる。次いで、肯定確認
応答メッセージは、プロセス780を使用して送信される。
【００５０】
　プロセス740で、タイプI HARQが使用されているかどうかが決定される。いくつかの例
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では、タイプI HARQは、プロセス710の間に受信されたデータパケットの受信側と送信側
との間のデータ交換プロトコルのパラメータに基づいて、使用されていることがある。い
くつかの例では、受信側は、タイプI HARQを使用するようプロビジョニングされることが
ある。タイプI HARQが使用されているときは、プロセス750を使用して、プロセス720の間
に検出されたデータパケット中のエラーを訂正できるかどうかが決定される。タイプI HA
RQが使用されていないときは、プロセス770を使用して、エラー訂正コードを要求する確
認応答が生成される。
【００５１】
　プロセス750で、データパケット中のエラーを訂正できるかどうかが決定される。プロ
セス710の間に受信されたデータパケットの受信側と送信側との間でデータを交換するの
にタイプI HARQが使用されているときは、データパケットはエラー訂正コードをさらに含
み、このエラー訂正コードは、プロセス710の間に受信されたデータパケット中のエラー
を訂正するのに使用可能であり得る。いくつかの例では、エラー訂正コードは、パリティ
ビット、チェックサム、ハミングコード、および/またはその他を含むことがある。デー
タパケット中のエラー訂正コードを使用して、受信側は、プロセス710の間に受信された
データパケットのエラーのない形を構築できるように、プロセス720の間に検出されたエ
ラーを訂正できるかどうかを決定する。エラーが訂正可能であり、エラーのないデータパ
ケットが回復されたときは、プロセス730を使用して肯定確認応答が生成される。エラー
が訂正可能でないときは、プロセス760を使用して否定確認応答が生成される。
【００５２】
　プロセス760で、否定確認応答が生成される。プロセス710の間に受信されたデータパケ
ットがエラーありで受信されたが正しいデータパケットを回復できなかったことを示すペ
イロードを含む確認応答メッセージが、形成される。否定確認応答メッセージは、プロセ
ス710の間に送られたデータパケットを再送するよう送信側に要求する。いくつかの例で
は、ペイロードは、データパケットを識別する、パケットおよび/または他の何らかのタ
イプのシーケンス識別子を含むことができる。次いで、否定確認応答メッセージは、プロ
セス780を使用して送信される。
【００５３】
　プロセス770で、エラー訂正コードを要求する確認応答が生成される。プロセス710の間
に受信されたデータパケットの送信側と受信側との間でデータを交換するのにタイプII H
ARQが使用されているときは、受信側は、データパケット中でエラーを検出すると、エラ
ー訂正コードを送信側に要求することができる。こうするために、送信側は、プロセス71
0の間にエラーありで受信されたデータパケットのためのエラー訂正コードを要求するペ
イロードを含む確認応答メッセージを形成する。いくつかの例では、ペイロードは、デー
タパケットを識別する、パケットおよび/または他の何らかのタイプのシーケンス識別子
を含むことができる。次いで、エラー訂正コードを要求する確認応答メッセージは、プロ
セス780を使用して送信される。
【００５４】
　プロセス780で、確認応答の反復が送信される。受信側は、プロセス730、760、および/
または770の間に生成された確認応答メッセージを使用して、部分的に復号可能なプロパ
ティを有する確認応答信号として確認応答メッセージをフォーマットする。いくつかの例
では、確認応答信号は、図2～図5の確認応答信号に整合するものとすることができ、反復
は、反復221～228、382、383、422、423、471、472、および/または473のうちのいずれか
に整合するものとすることができる。いくつかの例では、反復の数は、プロトコル設定、
プロセス710の間に受信されたデータパケットの受信側と送信側との間の事前合意、およ
び/またはその他に基づいて、設定されてよい。いくつかの例では、反復は、送信機116お
よび/または126などの送信機を使用して、制御チャネル320、350、および/または380のう
ちのいずれかなどの制御チャネルまたは類似のチャネル中で、プロセス710の間に受信さ
れたデータパケットの送信側に、1つずつ返送されてよい。いくつかの例では、反復は、
送信側の対応するプロセス640、660、...、および680で送信側によって受信される反復で



(18) JP 2018-512785 A 2018.5.17

10

20

30

40

50

あってよい。受信側は、確認応答の反復を送信した後、プロセス710に戻って別のデータ
パケットを待機するが、この別のデータパケットは、前にプロセス710の間に受信された
データパケットの再送、または別のデータパケット、または前にプロセス710の間に受信
されたデータパケットのためのエラー訂正コード、を含む。
【００５５】
　通信ユニット110および/または120のいくつかの例は、実行可能コードを含む非一時的
な有形の機械可読媒体を含むことができ、この実行可能コードは、1つまたは複数のプロ
セッサ(たとえば、プロセッサ112および/もしくは122、ならびに/または信号プロセッサ1
14および/もしくは124)によって実行されたとき、前述のような方法600および/または700
のプロセスを1つまたは複数のプロセッサに実施させることができる。方法600および/ま
たは700のプロセスを含み得るいくつかの一般的な形の機械可読媒体は、たとえば、フロ
ッピーディスク、フレキシブルディスク、ハードディスク、磁気テープ、他の任意の磁気
媒体、CD-ROM、他の任意の光学媒体、パンチカード、紙テープ、孔のパターンを有する他
の任意の物理媒体、RAM、PROM、EPROM、FLASH-EPROM、他の任意のメモリチップもしくは
カートリッジ、および/または、プロセッサもしくはコンピュータが読取りを行うように
適合された他の任意の媒体、である。
【００５６】
　例証的な実施形態について図示および記述したが、前述の開示において幅広い修正、変
更、および置換が企図され、いくつかの事例では、実施形態のいくつかの特徴は、他の特
徴の対応する使用なしで採用されてもよい。当業者なら、多くの変形、代替、および修正
を認識するであろう。
【符号の説明】
【００５７】
　　100　通信システム
　　110　通信ユニット
　　112　プロセッサ
　　114　信号プロセッサ
　　116　送信機
　　118　受信機
　　120　通信ユニット
　　122　プロセッサ
　　124　信号プロセッサ
　　126　送信機
　　128　受信機
　　130　媒体
　　140　メッセージ、データパケット
　　150　確認応答メッセージ
　　160　メッセージ、データパケット
　　200　部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号
　　210　周波数領域特性
　　211　非0値
　　212　非0値
　　213　非0値
　　214　非0値
　　220　時間領域波形
　　221　確認応答信号の反復
　　222　確認応答信号の反復
　　223　確認応答信号の反復
　　224　確認応答信号の反復
　　225　確認応答信号の反復
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　　226　確認応答信号の反復
　　227　確認応答信号の反復
　　228　確認応答信号の反復
　　310　データチャネル
　　301　TTI
　　302　TTI
　　303　TTI
　　304　TTI
　　305　TTI
　　306　TTI
　　311　スケジュールされた遅延
　　312　第1のデータ送信
　　313　第2のデータ送信
　　320　制御チャネル
　　325　完全に復号可能な確認応答信号
　　331　TTI
　　332　TTI
　　333　TTI
　　334　TTI
　　335　TTI
　　340　データチャネル
　　341　スケジュールされた遅延
　　342　第1のデータ送信
　　343　第2のデータ送信
　　350　制御チャネル
　　351　パイロット
　　352　チャネル状態フィードバック
　　353　確認応答信号
　　361　TTI
　　362　TTI
　　363　TTI
　　364　TTI
　　370　データチャネル
　　380　制御チャネル
　　371　スケジュールされた遅延
　　372　第1のデータ送信
　　373　第2のデータ送信
　　381　パイロットおよびチャネル状態フィードバック
　　382　確認応答信号の反復
　　383　確認応答信号の反復
　　410　完全に復号可能な確認応答信号を伴うメッセージ
　　411　サイクリックプレフィックス(CP)
　　412　完全に復号可能な確認応答信号
　　420　2つの反復を含む部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号を伴うメッセー
ジ
　　421　サイクリックプレフィックス(CP)
　　422　確認応答信号の第1の反復
　　423　確認応答信号の第2の反復
　　460　完全に復号可能な確認応答信号を伴うメッセージ
　　461　サイクリックプレフィックス(CP)
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　　462　完全に復号可能な確認応答信号
　　470　3つの反復を含む部分的に復号可能な構造を有する確認応答信号を伴うメッセー
ジ
　　471　サイクリックプレフィックス(CP)
　　472　確認応答信号の第1の反復
　　473　確認応答信号の第2の反復
　　474　確認応答信号の第3の反復
　　510　時間領域送信ウィンドウ
　　520　パワースペクトル密度

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】



(22) JP 2018-512785 A 2018.5.17

【図７】



(23) JP 2018-512785 A 2018.5.17

10

20

30

40

【国際調査報告】



(24) JP 2018-512785 A 2018.5.17

10

20

30

40



(25) JP 2018-512785 A 2018.5.17

10

20

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,RW,SD,SL,ST,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,RU,T
J,TM),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,R
O,RS,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,KM,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,
BA,BB,BG,BH,BN,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,H
N,HR,HU,ID,IL,IN,IR,IS,JP,KE,KG,KN,KP,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG
,NI,NO,NZ,OM,PA,PE,PG,PH,PL,PT,QA,RO,RS,RU,RW,SA,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,
UA,UG,US

(72)発明者  ジョセフ・ビナミラ・ソリアガ
            アメリカ合衆国・カリフォルニア・９２１２１・サン・ディエゴ・モアハウス・ドライヴ・５７７
            ５
(72)発明者  ティンファン・ジー
            アメリカ合衆国・カリフォルニア・９２１２１・サン・ディエゴ・モアハウス・ドライヴ・５７７
            ５
(72)発明者  クリシュナ・キラン・ムッカヴィリ
            アメリカ合衆国・カリフォルニア・９２１２１・サン・ディエゴ・モアハウス・ドライヴ・５７７
            ５
(72)発明者  ジョン・エドワード・スミー
            アメリカ合衆国・カリフォルニア・９２１２１・サン・ディエゴ・モアハウス・ドライヴ・５７７
            ５
Ｆターム(参考) 5K014 BA01  BA05  DA02  DA05  FA03 
　　　　 　　  5K067 AA14  CC02  CC04  DD11  EE02  EE10  HH28 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

